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第１章  計画策定の趣旨                         

 

１－１．背景と目的 

 

近年の人口減少や少子高齢化等により、全国的に居住その他の使用がなされていない

「空家」が年々増加しています。総務省が５年ごとに実施する住宅・土地統計調査によ

ると、平成 25 年度においては全国の空家は 10 年間で約 160 万戸増加し、空家率

13.5％で過去最高となり、大きな社会問題となっています。とりわけ問題となってい

るのは、適切に管理が行われていない空家等であり、老朽化により屋根や壁等の建築部

材の落下や飛散、草木の繁茂、害虫の発生、不法投棄、放火のおそれ等、防災・防犯・

衛生・景観等多岐にわたる問題が生じており、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ

しています。 

このようなことを背景に国は、空家等の対策を推進するため「空家等対策の推進に関

する特別措置法」（以下、「法」という。）を平成 27 年 5 月 26 日に全面施行しました。 

法では市町村の責務として「市町村は、空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家

等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努める

ものとする。」としています（法第４条）。 

町は、空家等の発生抑制、適切な管理及び利活用に関する対策を総合的かつ計画的に

進めることで、町民が安全で安心して暮らすことができるまちづくりを目的として「音

更町空家等対策計画」を策定します。 
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１－２．計画の位置づけ 

 

本計画は、法第６条第１項に規定する「空家等対策計画」であり、国の基本指針に基

づき、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するために策定するものです。 

また、「第５期音更町総合計画」、「音更町都市計画マスタープラン」、「音更町住宅マ

スタープラン」、「音更町耐震改修促進計画」等との整合・準拠のもと進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図１－１ 他計画及び関連法令との関係 

準拠

整合

音更町空家等対策計画

第５期音更町総合計画

音更町都市計画マスタープラン

音更町まち・ひと・しごと創生総合戦略

民間が保有する空地・空家情報の積極的な活用

「音更町空き地・空き家バンク」（H25～）

空地・空家の現状把握、利用可能な空地・空家の有効活用を図る

■ 目標・指標

空地、空家情報の公開件数
空家率

景観を重視したまちづくり

自然環境・沿道景観等の価値向上、有効活用を見据えた取り組み
農村部では地区ごとに個性あふれるイベント

■ 町民意識の啓発：省資源活動
■ 観光交流の促進
・温泉市街地における観光地としての土地利用促進
・地域の景観資源の見直し及びＰＲ

音更の魅力で人を呼び込む、呼び戻す

移住・定住の促進、交流の拡大
空地、空家の現状把握

■ 目標・指標
空地、空家情報の公開件数

■既存住宅の性能向上、既存市街地のリニューアル
信頼できる中古住宅市場の造成

■移住定住施策の促進
既存市街地内の未利用地の活用検討

■民間賃貸住宅の居住性能向上と空家率を低減するための支援方策の検討
民間賃貸住宅の空き家率の低減

■高齢化が進む住宅団地の活性化方策の検討
住宅に関する情報提供、相談体制の充実
住替えによる住宅ストック活用（ミスマッチ解消）の仕組みづくり検討

音更町景観づくり基本計画

音更町住宅マスタープラン

音更町公営住宅等長寿命化計画

ゆとりある住みよいまちづくり

財政面での実現性（民間共同住宅とも連携した住宅供給）

既存の民間借家の空きストック活用も視野に入れた新たな家賃補助制度の
導入による公・民連携による住宅供給の実現

廃屋や放棄された廃棄物への対応

居住、活用可能なように修繕を行う
行政指導による撤去の呼びかけ
建主指導、改修運動を実行
建物がなくなっても税金が上がらない仕組みづくり

音更町耐震改修促進計画

＜前計画期間終了、新計画策定＞

耐震基準と空家率
耐震基準未達成の空家に対する措置空家特別措置法

※ 計画に明示すべき事項（空家特措法第６条第２項）

6-2-2 空家等に関する対策の対象とする地区
対象とする空家等の種類
その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針

6-2-3  計画期間
6-2-4  空家等の調査に関する事項
6-2-5  所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項
6-2-6  空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項
6-2-7  住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項
6-2-8  空家等に関する対策の実施体制に関する事項
6-2-9  その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に
実施するための基本的な指針

「特定空家等に対する措置」に関する
適切な実施を図るために必要な指針
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１－３．対象とする区域 

 

 空家等に関する対策の対象とする地区は、音更町内全域とします。 

 

１－４．対象とする空家等の種類 

 

本計画の対象とする空家等は、法第２条第１項で規定する「空家等」及び法第２条第

２項で規定する「特定空家等」とします。 

また、本計画では、空家等の適切な管理や利活用の他、新たな空家等の発生抑制を含

めていることから、居住又は使用している家屋等も対象とします。  
１－５．計画の期間 

 

計画期間は、平成 30 年度から平成 39 年度までの 10 年間とします。 

ただし、計画期間中に社会情勢の大きな変化や新たな法律の制定等、計画の見直しが

必要となった場合には、適宜見直しを行うこととします。 

  

空家等及び特定空家等の定義 

■ 空家等（法第２条第１項） 

この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木そ

の他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、

又は管理するものを除く。 

■ 特定空家等（法第２条第２項） 

この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安

上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、

適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周

辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。 
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第２章  空家等の現状と課題 

 

２－１．人口と世帯数 

 

（１）人口・世帯数の推移 

町の 5 年ごとの各年度末の人口・世帯数について、以下の図２－１に示します。

人口は、近年まで増加傾向にありましたが、平成 22 年 12 月の 45,707 人をピー

クとして、現在はほぼ横ばいとなっています。 

世帯数については増加傾向で推移しており、人口がピークとなった平成 22 年にお

いては 19,169 世帯、平成 27 年ではさらに増加し、19,932 世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図２－１ 音更町の人口数推移（各年度末現在） 

  

（単位：人, 世帯） 
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（資料：住民基本台帳） 

人口ピーク時：平成 22 年 12 月 

45,707 人 



 
 

 

 

5

（２）地区別人口及び世帯数の推移 

町の平成 22 年から平成 27 年までの地区別人口及び世帯数の推移について、表２

－１に示します。 

地区別人口は、宝来地区においては増加傾向にありましたが、平成 27 年では横ば

いに転じています。音更市街・木野市街地区においてはほぼ横ばいで、それ以外の地

区については、減少傾向となっています。 

世帯数は、音更市街・木野市街地区においては増加傾向で、その他の地区について

は横ばいとなっています。 

近年の人口がわずかに減少、あるいは横ばいの傾向にある中で、世帯数は増加して

いることから、単身世帯（主に高齢者）の増加や核家族化等による少人数世帯が増加

しているものと考えられます。 

 

表２－１ 地区別人口及び世帯数の推移（平成 22 年～平成 27 年） 

 

 

 

 

人口 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年
H22-H27

増減比

音更市街地区 8,316 8,384 8,317 8,260 8,221 8,197 0.99

木野市街地区 24,006 23,880 23,801 23,850 23,976 24,034 1.00

宝来地区 6,674 6,833 6,949 7,006 7,035 6,953 1.04

温泉地区 232 213 220 227 199 204 0.88

駒場地区 1,350 1,332 1,309 1,275 1,261 1,228 0.91

農村東北部地区 1,577 1,548 1,520 1,503 1,452 1,418 0.90

農村東南部地区 1,074 1,047 1,041 1,025 995 961 0.89

農村西南部地区 1,408 1,373 1,368 1,336 1,323 1,309 0.93

農村西北部地区 963 954 941 926 916 907 0.94

合計 45,600 45,564 45,466 45,408 45,378 45,211 0.99

世帯数 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年
H22-H27

増減比

音更市街地区 3,708 3,761 3,759 3,771 3,777 3,808 1.03

木野市街地区 10,529 10,548 10,643 10,773 10,912 11,026 1.05

宝来地区 2,683 2,760 2,816 2,851 2,896 2,887 1.08

温泉地区 138 129 133 140 123 127 0.92

駒場地区 539 538 539 539 538 541 1.00

農村東北部地区 457 456 455 457 446 448 0.98

農村東南部地区 443 439 448 444 434 426 0.96

農村西南部地区 404 399 409 409 411 411 1.02

農村西北部地区 268 263 259 255 255 258 0.96

合計 19,169 19,293 19,461 19,639 19,792 19,932 1.04

（資料：住民基本台帳） 

（単位：人） 

（単位：世帯） 
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２－２．住宅総数と空家等の現状 

 

（１）住宅総数と空家数 

平成 25 年の住宅・土地統計調査によると、町の住宅総数※１は 21,010 戸、空家

数は 2,470 戸で、空家率は 11.8％となっており、平成 20 年の前回調査時よりも

住宅総数は 3,300 戸、空家数は 650 戸増加し、空家率は 1.5 ポイント上昇してい

ます。なお、いずれの調査年においても町の空家率は、全国及び全道の率を下回って

います。 
 

※１ 住宅・土地統計調査における「居住世帯あり」、「居住世帯なし」の総数 

 

表２－２ 全国・北海道及び音更町における空家の状況 
 

 

 

 

図２－２ 住宅・土地統計調査による住宅総数・空家数・空家率の推移 

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

住宅総数（戸） 50,246,000 53,890,900 57,586,000 60,628,600

空家数（戸） 5,764,100 6,593,300 7,567,900 8,195,600

空家率（％） 11.5 12.2 13.1 13.5

住宅総数（戸） 2,433,300 2,572,200 2,730,500 2,746,600

空家数（戸） 273,400 303,800 374,400 388,200

空家率（％） 11.2 11.8 13.7 14.1

住宅総数（戸） 13,210 15,450 17,710 21,010

空家数（戸） 760 1,420 1,820 2,470

空家率（％） 5.8 9.2 10.3 11.8

全国

北海道

音更町
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（単位：戸） （単位：％） 
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（２）居住している住宅の現状 

表２－３に平成 10 年から平成 25 年の住宅・土地統計調査による居住している住

宅の腐朽・破損の状況を示します。住宅・土地統計調査によると、町の「居住してい

る住宅」※2 は調査年ごとに増加し、平成 25 年では 18,460 戸となっています。そ

のうち「腐朽・破損あり」の住宅の割合についてみると、住宅数自体は増加している

のに対し、「腐朽・破損あり」の住宅は平成 20 年では 1,260 戸、平成 25 年では

950 戸と減少しています。さらに、「腐朽・破損あり」の住宅を構造別にみた場合、

平成 20 年では木造の住宅がほとんどを占めていたのに対し、平成 25 年では非木造

の住宅が増加し、木造の住宅は減少しています。 

住宅の種類別（一戸建、長屋、共同住宅）の腐朽・破損の状況について、平成 20

年と平成 25 年を比べると一戸建では「腐朽・破損あり」の住宅が減少していますが、

長屋、共同住宅では増加しています。 
 

※２ 住宅・土地統計調査における「居住世帯あり」の住宅 

 

表２－３ 住宅・土地統計調査による居住している住宅の腐朽・破損の状況※３ 

 

 

 

 

 

  

※3 住宅・土地統計調査の統計表の数値は、総数に分類不能・不詳等の数値を含んでいる。 

また、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。 

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

12,420 13,890 15,830 18,460

 木造 11,640 12,440 13,630 16,400

 非木造 780 1,440 2,200 2,070

－ － 1,260 950

 木造 － － 1,250 460

 非木造 － － 10 490

－ － 14,570 17,510

 木造 － － 12,370 15,940

 非木造 － － 2,190 1,580

 居住している住宅

  腐朽・破損あり

  腐朽・破損なし

総数

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

9,870 10,330 11,860 13,450

 木造 9,090 10,280 11,490 13,290

 非木造 780 40 380 170

－ － 1,030 340

 木造 － － 1,030 320

 非木造 － － － 20

－ － 10,830 13,110

 木造 － － 10,460 12,970

 非木造 － － 380 140

一戸建

 居住している住宅

  腐朽・破損あり

  腐朽・破損なし

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

320 550 1,080 980

 木造 320 510 910 650

 非木造 － 40 180 340

－ － 60 320

 木造 － － 60 －

 非木造 － － － 320

－ － 1,020 660

 木造 － － 840 650

 非木造 － － 180 20

長屋

 居住している住宅

  腐朽・破損あり

  腐朽・破損なし

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

2,220 2,990 2,890 3,960

 木造 2,220 1,640 1,230 2,400

 非木造 － 1,360 1,650 1,560

－ － 170 290

 木造 － － 160 140

 非木造 － － 10 150

－ － 2,720 3,680

 木造 － － 1,070 2,260

 非木造 － － 1,640 1,410

 居住している住宅

共同住宅

  腐朽・破損あり

  腐朽・破損なし

（単位：戸）
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次に、表２－４に「持ち家」「借家」の居住している住宅数について整理します。 

「持ち家」「借家」の住宅数の推移をみると、「持ち家」は調査年ごとに増加してお

り、「借家」も一時横ばいとなる時期はありますが、増加しています。いずれの調査

年においても、「持ち家」が約 7 割、「借家」が約 3 割となっています。 

 

表２－４ 住宅・土地統計調査による「持ち家」「借家」の居住している住宅数の推移 ※３ 

 

  

 

 

 

 

 

図２－３ 住宅・土地統計調査による「持ち家」「借家」の住宅数の割合 

  

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

 居住している住宅 12,420 13,890 15,830 18,460

 持ち家 8,910 9,280 11,360 12,940

 借家 3,470 4,350 4,230 5,180

－ － 1,260 950

 持ち家 － － 860 280

 借家 － － 330 630

－ － 14,570 17,510

 持ち家 － － 10,510 12,660

 借家 － － 3,900 4,550

  腐朽・破損あり

  腐朽・破損なし

持ち家

8,910

72.0%

借家

3,470

28.0%

平成10年

持ち家

9,280

68.1%

借家

4,350

31.9%

平成15年

持ち家

11,360

72.9%

借家

4,230

27.1%

平成20年

持ち家

12,940

71.4%

借家

5,180

28.6%

平成25年

（単位：戸） 

※3 住宅・土地統計調査の統計表の数値は、総数に分類不能・不詳等の数値を含んでいる。 

また、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。 
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図２－４は、平成 20 年と平成 25 年の住宅・土地統計調査における各項目につい

ての割合を示したものです。 

 

①「持ち家」の腐朽・破損状況の割合 

 平成 20 年では「腐朽・破損あり」の割合が 7.6％でしたが、平成 25 年では 2.2％

に減少しています（戸数では、860 戸から 280 戸に減少）。 

②「借家」の腐朽・破損状況の割合 

 平成 20 年では「腐朽・破損あり」の割合が 7.8％でしたが、平成 25 年では 12.2％

に増加しています（戸数では、330 戸から 630 戸に増加）。 

③「腐朽・破損あり」の住宅の所有別の割合 

 平成 20 年では、「腐朽・破損あり」の住宅は「持ち家」が 72.3％を占めていまし

たが、平成 25 年では「借家」が増加して 69.2％を占め、割合がほぼ逆転しました。 

④「腐朽・破損あり」の住宅の建て方別の割合 

 平成 20 年では、「腐朽・破損あり」の住宅は「一戸建」が 81.7％を占めていまし

たが、平成 25 年では「一戸建」が 35.8％に減少し、「長屋」、「共同住宅」が「腐朽・

破損あり」の住宅の 64.2％を占めています。 

 

 

 
 

図２－４ 住宅・土地統計調査による各項目別の割合（平成 20 年, 平成 25 年） 

  

腐朽・

破損あり

860

7.6%

腐朽・

破損なし

10,510

92.4%

持家 腐朽・

破損あり

330

7.8%

腐朽・

破損なし

3,900

92.2%

借家

平成20年

持家

860

72.3%

借家

330

27.7%

腐朽・破損あり

（所有別）

⼀⼾建

1,030

81.7%

⻑屋

60

4.8%

共同住宅

170

13.5%

腐朽・破損あり

（建て⽅別）

腐朽・

破損あり

280

2.2%

腐朽・

破損なし

12,660

97.8%

持家
腐朽・

破損あり

630

12.2%

腐朽・

破損なし

4,550

87.8%

借家

平成25年

持家

280

30.8%借家

630

69.2%

腐朽・破損あり

（所有別）

⼀⼾建

340

35.8%

⻑屋

320

33.7%

共同住宅

290

30.5%

腐朽・破損あり

（建て⽅別）
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２－３．対象となる空家等の把握の方針 

 

（１）空家等実態調査（平成２８年度実施） 

 

 ■調査対象地域 

  町内全域 

 

 ■調査方法 

  町内会からの情報、水道閉栓情報、ゼンリン調査情報により机上抽出した物件を対

象に、現地調査を実施しました。 

  現地調査では、建物の老朽化や破損の状態、車庫や塀等の付属物の状態等を外観か

ら観察することにより、使用の可能性についての調査（不良度調査）を行いました。 

  市街地は、「音更地区」、北 5 線以北の「木野（北）地区」、北 5 線以南の「木野（南）

地区」、「鈴蘭地区」、「宝来・ひびき野地区」、「駒場地区」、「温泉地区」に、農村部は

音更川を境に「農村部（西）地区」、「農村部（東）地区」に区分して集計しました。 

 

 ■調査結果 

  空家等戸数 461 戸（平成 28 年 8 月末時点） 

 

表２－５ 調査結果の概要 

 

うち住宅

ａ ｂ ｂ‘ ｂ‘／ａ

音更地区 2,778 93 81 2.9% 29 31.2% 44 47.3% 16 17.2% 4 4.3%

木野（北）地区 4,121 72 69 1.7% 21 29.2% 44 61.1% 4 5.6% 3 4.2%

木野（南）地区 1,472 63 61 4.1% 6 9.5% 43 68.3% 14 22.2% 0 0.0%

鈴蘭地区 2,539 58 55 2.2% 13 22.4% 38 65.5% 6 10.3% 1 1.7%

宝来・ひびき野地区 1,961 23 22 1.1% 11 47.8% 11 47.8% 1 4.3% 0 0.0%

駒場地区 441 16 15 3.4% 6 37.5% 9 56.3% 0 0.0% 1 6.3%

温泉地区 147 13 8 5.4% 0 0.0% 9 69.2% 3 23.1% 1 7.7%

市街地計 13,459 338 311 2.3% 86 25.4% 198 58.6% 44 13.0% 10 3.0%

農村部（西）地区 908 45 41 4.5% 8 17.8% 19 42.2% 10 22.2% 8 17.8%

農村部（東）地区 1,140 78 76 6.7% 6 7.7% 38 48.7% 26 33.3% 8 10.3%

農村部計 2,048 123 117 5.7% 14 11.4% 57 46.3% 36 29.3% 16 13.0%

町全体 15,507 461 428 2.8% 100 21.7% 255 55.3% 80 17.4% 26 5.6%

※住宅戸数は、固定資産税台帳より抽出

そのまま又は多少の

修繕で使用可能

修繕することで使用可

能（老朽化のため相

当の修繕が必要）

倒壊等の可能性は低

いが使用困難

倒壊、建材の飛散の

可能性あり

地区別

住宅戸数 空家率
不良度

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

空家等戸数

（単位：戸）
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 ■空家等の分布（地区別） 

図２－５に空家等実態調査で確認した空家等の地区別の分布を示します。市街地に

おいては、「音更地区」が 93 戸（20.2％）、「木野（北）地区」が 72 戸（15.6％）、

「木野（南）地区」が 63 戸（13.7％）、「鈴蘭地区」が 58 戸（12.6％）と、各地

区に分散している状況です。 

また、全体のうち「農村部地区」における空家等は 123 戸で、全体の 26.7％を

占めています。 

 

 
 

図２－５ 空家等の分布（地区別） 

  

音更地区

93

20.2%

木野（北）地区

72

15.6%

木野（南）地区

63

13.7%

鈴蘭地区

58

12.6%
宝来・ひびき野地区

23

5.0%

駒場地区

16

3.5%

温泉地区

13

2.8%

農村部（西）地区

45

9.8%

農村部（東）地区

78

16.9%

（単位：戸） 
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■空家率（地区別） 

ここでいう「空家率」は、10 ページの表２－５における「空家率」を指し、地区

別の「住宅戸数」に対する「空家等戸数」のうち「住宅であるもの」の割合とします。

地区別の空家率を図２－６に示します。農村部は市街地よりも空家率が高くなってい

ます。市街地では「温泉地区」、「木野（南）地区」の空家率が比較的高くなっている

一方で、「木野（北）地区」、「宝来・ひびき野地区」の空家率は 2.0％以下と低くな

っています。なお、町全体の空家率は 2.8％となっています。 

 

 

 

図２－６ 空家率（地区別） 
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 ■空家等の不良度別の割合 

空家等の現地調査時に、建物の使用の可能性について、外観、敷地の状況等を目視

観察することにより、次の区分に従い A～D に分類しました。 

 

 

 ■Ａ  そのまま又は多少の修繕で使用可能 

 ■Ｂ  修繕することで使用可能（老朽化のため相当の修繕が必要） 

 ■Ｃ  倒壊等の可能性は低いが使用困難 

 ■Ｄ  倒壊、建材の飛散の可能性あり 

 

 

市街地の 25.4％、農村部の 11.4％は A 判定となりました。B 判定は市街地、農

村部どちらの地域においても最も多く、市街地では 58.6％、農村部では 46.3％と

なっています。 

C 又は D 判定の物件は、市街地では 16.0％であるのに対し、農村部では 42.3％

と高い割合を占めています。 

 

 

 
 

図２－７ 空家等の不良度別の割合 

Ａ

86

25.4%

Ｂ

198

58.6%

Ｃ

44

13.0%

Ｄ

10

3.0%

市街地

Ａ

14

11.4%

Ｂ

57

46.3%

Ｃ

36

29.3%

Ｄ

16

13.0%

農村部

Ａ

100

21.7%

Ｂ

255

55.3%

Ｃ

80

17.4%

Ｄ

26

5.6%

全域

（単位：戸）
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  図２－８に各地区における空家等の不良度の分布を示します。 

  いずれの地区においても、不良度が B［修繕することで使用可能］と判定された物

件が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図２－８ 空家等の分布（地区別）  
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■空家等の築年数別及び耐震基準別の割合 

図２－９に空家等の築年数別の割合を示します。建築後 40 年を超える空家等は、

市街地においては約 50％、農村部においては約 60％となっています。建築後 50

年を超える空家等は、市街地においては 13.0％、農村部では 37.4％となっており、

農村部においては古い空家等の割合が高くなっています。町全体でも、建築後 40 年

を超えるものが 240 戸で、52.0％を占めています。 

図２－10 に昭和 56 年の建築基準法改正前後の空家等の割合を示します。 

昭和 56 年以前の旧耐震基準の空家等は 346 戸（75.1％）で、空家等全体の 4

分の 3 は耐震性に問題があると考えられます。 

 

 
 

図２－９ 空家等の築年数別の割合（築年数は 2016 年を基準とする） 

 

図２－10 空家等の耐震基準別の割合  

建築後51年

以上
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37.4%

建築後41〜

50年
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建築後21〜

30年

7

5.7%

建築後11〜

20年

2

1.6%

建築後10年

以内

1

0.8%

農村部計

建築後51年

以上

44

13.0%

建築後41〜

50年
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36.4%

建築後31〜

40年
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31.1%

建築後21〜

30年

31

9.2%

建築後11〜

20年

23

6.8%

建築後10年

以内

12

3.6%

市街地計

建築後51

年以上

90

19.5%

建築後41

〜50年
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32.5%

建築後31

〜40年

145

31.5%

建築後21

〜30年
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8.2%

建築後11

〜20年

25

5.4%

建築後10

年以内

13

2.8%

町全体

建築後51年以上 建築後41〜50年 建築後31〜40年

建築後21〜30年 建築後11〜20年 建築後10年以内

新耐震基準

115

24.9%

旧耐震基準

346

75.1%
新耐震基準

旧耐震基準

（単位：戸）

（単位：戸）
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 ■空家等の用途別の割合 

図２－11 に空家等の用途別の割合を示します。 

空家等全 461 戸のうち、従前の用途が専用住宅であったものが 428 戸（92.8％）、

併用住宅であったものが 8 戸（1.7％）で、「住宅系」がほとんどを占めています。 

 

 

図２－11 空家等の用途別の割合  

専⽤住宅

428

92.8%

店舗

11

2.4%

併⽤住宅

8

1.7%

事務所

2

0.4%

⼯場

4

0.9%

集合住宅

1

0.2%

倉庫・物置

7

1.5%

（単位：戸）
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（２）空家等所有者に対するアンケート調査 

空家等実態調査により「空家等」と確認した 461 戸のうち、不動産会社が賃貸又

は売買するために所有しているものや、建築確認申請等により除却が確実なもの、さ

らに所有者等が不明なものを除いた 441 戸に対して、管理状況や今後の利用予定等

を把握するためのアンケート調査を行ったところ、257 戸の空家等所有者から回答

がありました（回収率 58.3％）。 

空家等所有者の居住地の分布を、図２－12 に示します。「町内」が 259 件（58.7％）

で最も多く、次いで「管内」が 112 件（25.4％）、「道内」が 46 件（10.4％）、「道

外」は 24 件（5.4％）でした。 

 

 
 

図２－12 空家等の所有者の居住地の分布 

  

町内

259

58.7%

管内

112

25.4%

道内

46

10.4%

道外

24

5.4%

（単位：件） 
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■アンケート調査結果の概要 

 

◆問１ 建物所有者の年齢・家族構成 

 所有者（共有の場合は代表者）の年齢と家族構成について、当てはまるものをお

選び下さい。 

 

【建物所有者の年齢】 
 

 

 
 

  建物所有者の年齢は、60 代が 37.7％、70 代が 23.8％、80 歳以上が 20.5％

となっており、60 歳以上が約 8 割を占めています（65 歳以上は約 7 割）。 

  

年齢 ～39歳 40～49 50～59 60～65 66～69 70～75 76～79 80歳～ 会社所有 無回答 計

32 58 24 33

割合 0.4% 4.6% 13.0% 20.5%

 ※会社所有、無回答を除いた件数（239件）に対する割合

23.8%

49
10 8 25757

件数 1 11 31

37.7%

90

～39歳

1

0.4%

40代

11

4.6%

50代

31

13.0%

60代

90

37.7%

70代

57

23.8%

80歳以上

49

20.5%

（単位：件） 
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【建物所有者の家族構成】 
 

 

 

 単身世帯は 28.3％で、夫婦のみの世帯は 32.8％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単身世帯のうち、49 件（70.0％）は 65 歳以上の高齢者世帯であり、単身世帯のう

ち 29 件（41.4％）は、別居する親族もいない世帯でした。  

家族構成 単身世帯 夫婦のみ その他 会社所有 計

件数 70 81 96

割合 28.3% 32.8% 38.9%

 ※会社所有を除いた件数（247件）に対する割合

10 257

単身世帯

70

28.3%

夫婦のみ

81

32.8%

その他

96

38.9%

あり なし

件数 13 49 8 件数 41 29

割合 18.6% 70.0% 11.4% 割合 58.6% 41.4%

※単身世帯のうち65歳以上は 49件 ※単身世帯のうち別居する親族がいない世帯 29件

70

単身者

年齢

単身世帯の空き家所有者の年齢

65歳未満

単身世帯の空き家所有者の別居親族の有無

別居親族の有無
計65歳以上 無回答 計

70

別居親族

あり

41

58.6%

別居親族

なし

29

41.4%

65歳未満

13

18.6%

65歳以上

49

70.0%

無回答

8

11.4%

（単位：件） 

（単位：件）
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◆問２ 建物取得の経緯 

この建物を取得した経緯について、当てはまるものをお選び下さい。 

 

 

 

 

 

「自分が住むために建築（購入）」が 99 件（40.9％）、「相続により取得」が 105 件

（43.4％）でした。 

 

◆問３ 建物を使用しなくなった時期 

この建物を使用しなくなったのはいつ頃からですか。 

 

 

 

 

 「3 年未満」が 32 件（25.4％）、「3 年以上 5 年未満」が 30 件（23.8％）となり、

約半数は 5 年未満であり、「10 年以上」経過する建物も 35 件（27.8％）ありました。

区分
自分が住むために

建築（購入）

賃貸用に建築

（購入）
相続により取得 その他 無回答 計

件数 99 13 105 25

割合 40.9% 5.4% 43.4% 10.3%
15 257

※無回答を除いた件数（242件）に対する割合

99

13

105

25

0 20 40 60 80 100 120

自分が住むために建築（購入）

賃貸用に建築（購入）

相続により取得

その他

区分 3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 回答数

件数 32 30 29 35

割合 25.4% 23.8% 23.0% 27.8%
126

3年未満

32

25.4%

3年以上5年未満

30

23.8%

5年以上10年未満

29

23.0%

10年以上

35

27.8%

（件）

（単位：件） 
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◆問４ 建物を使用しなくなったきっかけ・使用していない理由 

 この建物を使用しなくなったきっかけ、使用していない理由について、当てはま

るものすべてをお選び下さい。 

 

 

 

 「別な住宅に住むことになった」、「施設入所、長期入院、死亡等」の理由が多くな

っています。「相続により取得したが不使用」、「借り手が見つからない（賃貸用）」、

「買い手が見つからない（売却用）」の回答も一定数見られます。 

 

◆問５ 建物や敷地の管理の有無 

 この建物や敷地の管理は、どのようにしていますか。  
 

 

 

   132 件（80.0％）は「定期的又は時々管理している」と回答しています。 

区分

別な住宅に

住むことに

なった

施設入所、

長期入院、

死亡　等

転勤等により

長期不在

借り手が

見つからない

（賃貸用）

買い手が

見つからない

（売却用）

相続により取得

したが不使用

相続人が

決まらない
その他 計

件数 47 43 6 20 16 33 3 19

割合 34.6% 31.6% 4.4% 14.7% 11.8% 24.3% 2.2% 14.0%
136

47

43

6

20

16

33

3

19

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

別な住宅に住むことになった

施設入所、長期入院、死亡等

転勤等により長期不在

借り手が見つからない（賃貸用）

買い手が見つからない（売却用）

相続により取得したが不使用

相続人が決まらない

その他

区分

定期的又は

時々管理

している

特に管理して

いない
回答数

件数 132 33

割合 80.0% 20.0%
165

定期的又は

時々管理

している

132

80.0%

特に管理して

いない

33

20.0%

（件）

（単位：件）
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◆以下の設問（問５-1①～③）は、問５で「定期的または時々管理している」と回答し

た方への質問です。 

 

◆問５-１① 主な管理者 

主にどなたが管理していますか。 
 

 

 

 

 

「自分」が 85 件（64.4％）、「子や家族」が 33 件（25.0％）でした。 

 その他の回答には、「別居している兄弟」、「親戚」等の回答が得られています。 

  「管理会社」は、2 件（1.5％）でした。 

 

◆問５-１② 管理方法 

どのような管理をしていますか。 
 

 

 

 

「草刈り、庭木の剪定」が 113 件（85.6％）で多くの回答が得られました。 

  「郵便物やチラシの整理」、「外観の点検」、「清掃」についても約半数の回答が得ら

れています。  

区分 自分 子や家族 友人、知人 管理会社 その他 計

件数 85 33 5 2 7

割合 64.4% 25.0% 3.8% 1.5% 5.3%
132

85

33

5

2

7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

自分

子や家族

友人、知人

管理会社

その他

区分
郵便物や

チラシの管理

草刈り、庭木の

剪定
外観の点検 清掃 その他 計

件数 59 113 70 67 13

割合 44.7% 85.6% 53.0% 50.8% 9.8%
132

59

113

70

67

13

0 20 40 60 80 100 120

郵便物やチラシの管理

草刈り、庭木の剪定

外観の点検

清掃

その他

（件） 

（件） 
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◆問５-１③ 管理頻度 

どれくらいの頻度で管理していますか。 
 

 

 

 

「月に１回」が 47 件（35.6％）、「半年に１回」が 43 件（32.6％）でした。 
 

◆以下の設問（問５-２）は、問５で「特に管理していない」と回答した方への質問で

す。 

 

◆問５-２ 管理をしていない理由 

管理をしていない理由について当てはまるものをすべてお選び下さい。 

 
 

 

 

「利用する予定がない」、「除却する予定がある」、「遠方に住んでいるため」の理由

が多く、「管理に費用がかかるため」、「相続の整理がついていない」の理由により、

管理していないという回答も一定数ありました。  

区分 週に1回 月に1回 半年に1回 年に1回 不定期 その他 計

件数 21 47 43 8 9 4

割合 15.9% 35.6% 32.6% 6.1% 6.8% 3.0%
132

21

47

43

8

9

4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

週に1回

月に1回

半年に1回

年に1回

不定期

その他

区分
遠方に住んで

いるため

管理に費用が

かかるため

高齢、体調不良

のため

相続の整理が

ついていない

特に迷惑に

なっていない

利用する

予定がない

除却する

予定がある
その他 計

件数 13 5 8 3 8 16 13 4

割合 36.1% 13.9% 22.2% 8.3% 22.2% 44.4% 36.1% 11.1%
36

13

5

8

3

8

16

13

4

0 5 10 15 20

遠方に住んでいるため

管理に費用がかかるため

高齢、体調不良のため

相続の整理がついていない

特に迷惑になっていない

利用する予定がない

除却する予定がある

その他

（「特に管理していない」と回答した方以外の回答もあり、全回答数により集計しました） 

（件） 

（件）
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◆問６ 建物に対する今後の意向 

この建物を今後どのようにしたいとお考えですか。 

 

 

 

「今後も所有していたい」が 49 件（26.5％）ありました。 

「解体」、「売却」、「賃貸」、「寄付」等の何らかの対策をしたいと考えている方は 124

件（67.0％）で、「特に考えていない」は 12 件（6.5％）でした。 
 

◆以下の設問は、問６で b から g と回答した方への質問です。 

◆建物の対策をいつまでにしたいと考えていますか。  
 

 

「１～２年以内」、「５年以内」の回答が多く、早い時期の対策を考えている人がい

る一方で、「時期は未定」や、「無回答」も多くみられました。  

a b c d e f g h

区分
今後も所有

していたい

土地・建物を

売却したい

建物を解体

したい（土地を

売却したい）

建物を解体

したい（土地は

売却しない）

地域に無料

または低額で

貸したい

町に

寄付したい
その他

特に

考えていない
計

件数 49 48 21 28 12 3 12 12

割合 26.5% 25.9% 11.4% 15.1% 6.5% 1.6% 6.5% 6.5%
185

49

48

21

28(

12

3

12

12

0 10 20 30 40 50 60

今後も所有していたい

土地・建物を売却したい

建物を解体したい（土地を売却したい）

建物を解体したい（土地は売却しない）

地域に無料または低額で貸したい

町に寄付したい

その他

特に考えていない

区分 1～2年以内 5年以内 10年以内 時期は未定 無回答 計

件数 33 22 9 20 40

割合 26.6% 17.7% 7.3% 16.1% 32.3%
124

33

22

9

20

40

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

1～2年以内

5年以内

10年以内

時期は未定

無回答

（件）

（件）
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◆以下の設問は、問６で「今後も所有していたい」と回答した方への質問です。 

 

◆建物を「今後も所有していたい（持ち続ける予定）」とお答えの場合は、その理 

由で当てはまるものを３つお選び下さい。 
 
（「今後も所有していたい（持ち続ける予定）」と回答した方以外の回答もあり、全回答数により集計 

しました） 

 

 

 

 

    「自分または家族が使う予定」が 34 件（50.7％）で最も多く、「子や孫に相続さ

せたい」、「解体費用がかかる」という理由もそれぞれ 16 件（23.9％）ありました。 

  

区分

一時的に

使用していな

いだけだから

自分または

家族が

使う予定

賃貸したい
子や孫に

相続させたい

思い出があり

手放せない

解体費用が

かかる

相続の整理

が困難
その他 計

件数 7 34 8 16 7 16 1 5

割合 10.4% 50.7% 11.9% 23.9% 10.4% 23.9% 1.5% 7.5%
67

7

34

8

16

7

16

1

5

0 10 20 30 40

一時的に使用していないだけだから

自分または家族が使う予定

賃貸したい

子や孫に相続させたい

思い出があり手放せない

解体費用がかかる

相続の整理が困難

その他

（件）
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◆以下の設問（問６-１）は、「売却したい」又は「賃貸したい」と回答した方への質問

です。 

 

◆問６-１ 不動産業者への依頼の有無・空き家バンク制度について 

不動産業者への依頼をしていますか。 

 

 

 
 

売却や賃貸をしたいと考えていても、不動産会社に依頼しているのは約 3 割でし

た。 

 

【空き地・空き家バンク制度の認知度】 

町や北海道では、空き家・空き地バンク制度により、空家（空地）を売却や賃貸 

したい物件の情報をホームページ上に公開しています。この制度をご存じですか。 

 

 

 

 

  「空き地・空き家バンク制度を知っている」は 21 件（25.6％）と、低い結果でし

た。  

区分 依頼している 依頼していない 回答数

件数 22 52

割合 29.7% 70.3%
74

依頼している

22

29.7%

依頼していない

52

70.3%

区分 知っている 知らない 回答数

件数 21 61

割合 25.6% 74.4%
82

知っている

21

25.6%

知らない

61

74.4%

（単位：件）

（単位：件）
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【空き地・空き家バンクに登録したいか】 

空き地・空き家バンクに登録していますか（登録を希望しますか）。 

 

 

 

 

  「登録したい」との回答は 30 件（39.5％）で、認知度の低さも影響しているもの

と考えられます。 

  

区分 既に登録済み 登録したい 登録の予定なし 回答数

件数 0 30 46

割合 0.0% 39.5% 60.5%
76

登録したい

30

39.5%登録の予定なし

46

60.5%

（単位：件）
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◆問７ 建物で困っている事項 

この建物についてどのような点でお困りですか。当てはまるもののうち、特に困

っているものを５つまでお選び下さい。 

 

 

 

 「特に困っていない」は 43 件（29.7％）ある一方で、「費用が不足（解体、改修）」

が 42 件（29.0％）、「解体後の固定資産税の上昇が心配」が 33 件（22.8％）と、

費用や税等の金銭面において不安が多い傾向にありました。 

また、「相続の問題」、「相談先がわからない（売却、賃貸・解体、改修）」の回答も

一定数みられました。  

区分

遠方に

住んでいる

ため現況を

確認できない

日常の管理

ができない

（高齢、費用

負担等）

借り手、

買い手が

見つからない

解体後の

固定資産税

上昇が心配

費用が不足

（解体、改修）

相談先が

わからない

（解体、改修）

相談先が

わからない

（売却、賃貸）

相続の問題 その他
特に困って

いない
計

件数 27 25 27 33 42 7 8 14 12 43
割合 18.6% 17.2% 18.6% 22.8% 29.0% 4.8% 5.5% 9.7% 8.3% 29.7%

145

27

25

27

33

42

7

8

14

12

43

0 10 20 30 40 50

遠方に住んでいるため現況を確認できない

日常の管理ができない（高齢、費用負担等）

借り手、買い手が見つからない

解体後の固定資産税上昇が心配

費用が不足（解体、改修）

相談先がわからない（解体、改修）

相談先がわからない（売却、賃貸）

相続の問題

その他

特に困っていない

（件）
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（３）定期的な空家等実態調査の実施 

町は、固定資産税の課税客体の調査を目的とした家屋一斉調査を実施しています。

この調査において、空家等の疑いがある場合には該当の物件を抽出し、水道閉栓等の

情報を整理しつつ、今後も定期的な空家等実態調査を実施します。 

また、町民や庁内関係部署からの情報があった場合には、随時調査を実施し、最新

の情報共有を図ります。 

 

（４）空家等情報のデータベース化 

空家等の情報は、空家等実態調査をはじめ、所有者等へのアンケート調査や庁内関

係部署で把握する情報を集約して一元管理するとともに、空家等の対処内容やその履

歴を管理するシステムを平成 28 年度に構築しました。今後も継続的に情報を更新し、

計画の推進に活用します。 
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２－４．今後の課題 

 

音更町における空家等の現状や空家等実態調査、所有者アンケート調査における結

果を踏まえて、今後解決すべき課題としては、以下のような項目が挙げられます。 

 

（１）空家問題の相談先 
  

〔所有者アンケート調査より〕 

■改修や解体、売却や賃貸の際の相談先がわからないという回答がある 

■所有者等の空家等対策として何らかの対応は考えているが、具体的な時期は「未

定」や「無回答」が多い 

 

（２）既存の施策の利用度及び認知度が低い・新たな施策の検討 
  

〔所有者アンケート調査より〕 

■空き家バンクの登録件数が少なく、制度の認知度が低い 

■空家等の解体には費用を要するため対応できないという回答がある 

■空家等を地域に無料や低額で賃貸したいという回答がある 

 

（３）周辺に被害を及ぼす可能性のある空家等の存在 
  

〔空家の現状、空家等実態調査、所有者アンケート調査より〕 

■老朽化の進行によっては、周辺住民や景観への悪影響が懸念される 

■倒壊・建材飛散等の可能性があると判断された D ランクの建築物が存在する 

■空家等の 4 分の 3 が旧耐震基準の物件である 

 

（４）所有者等の当事者意識の不足 
  

〔所有者アンケート調査より〕 

■使用しなくなってから５年以上経過する空家等が約 50％存在する 

■管理頻度が少ない物件が多い（「月に１回」～「不定期」が 80％以上） 

■所有者等の高齢化や遠方に居住等の様々な理由により管理していない（管理でき

ない）空家等が多く存在する  
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第３章  計画の基本方針 

 

空家等の所有者や管理者（以下、「所有者等」という。）には、自らの責任において

管理等を行う義務がありますが、空家等が適切に管理されていないことにより、様々

な問題が発生しています。 

町民が安全で安心して暮らすことができる生活環境を確保するため、空家等の適切

な管理や利活用等、総合的な空家等対策として次の３つを基本方針として定め、各種

対策に取り組みます。 

 

【基本方針１】空家等の発生抑制（新たな空家等を発生させない） 
  

  現在居住又は使用している住宅・建築物、あるいは空家等となって間もない住宅・

建築物が、相続等により次の世代へ円滑に継承されるように周知・啓発し、新たな空

家等が発生することを抑制します。 

  建築物の適正管理について情報提供を行い、建築物が管理不全状態に陥ることを予

防するとともに、空家等に関する総合的な相談体制を整備します。 

 

【基本方針２】空家等の有効活用（不動産流通の促進） 
  

  空家等の所有者等に対して空家等を活用・流通させる場合の方法やメリットを周知

し、活用・流通を促進します。また、空家等を活用し、住宅を必要とする世帯の入居

を促し、地域の活性化を図ります。 

  空家等や除却後の跡地を、まちづくりやコミュニティ活動を進める上での地域の資

源と捉え、地域等との連携による活用を促進します。 

 

【基本方針３】管理不適切な空家等の解消（特定空家等の減少、適正な管理の普及） 
  

  空家等実態調査や町民からの情報提供により把握した空家等について、そのまま放

置することにより周辺住民の生活環境を脅かすものについては、特定空家等と認定し、

法に基づく助言・指導・勧告等の必要な措置を講じます。 

  また、空家等の所有者等による管理が困難となっている場合には、危険な空家等に

対する除却費用の支援や管理代行業務の普及等の施策を検討します。 
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第４章  基本方針に基づく取組 

 

４－１．【基本方針１】空家等の発生抑制 

 

● 具体的な取組 

 

① 所有者等の当事者意識の醸成 

  空家等の適切な管理の必要性、将来的な計画を持つことの必要性についての周知・

啓発を図ります。 

 

◆ 広報やホームページ、リーフレット等の活用 

 

 

② 住宅ストックの良質化による使用期間の延長 

住宅・建築物を改修することによって既存住宅の良質化を図り、長く使用すること

で空家化を抑制します。 

 

◆ 既存の施策の活用 

・木造住宅耐震改修費補助事業、やさしい住宅改修費補助事業 

◆ 既存施策の拡充、新たな施策の検討 

・既存施策の対象工事、対象者の拡大についての検討 

・リフォーム費用（省エネ改修等）に対する補助についての検討   
③ 適切な情報提供 

  空家等に係る相談窓口を設け、各種制度について分かりやすい情報提供を図ります。 

 

◆ 法による助言・指導・勧告等 

◆ 土地に係る固定資産税の住宅用地特例制度 

◆ 各種補助制度 

◆ 金融機関の融資制度（リバースモーゲージ） 

◆ 空き家バンクや空き家管理サービス 

◆ 移住、住替え支援機構のマイホーム借上げ制度 
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４－２．【基本方針２】空家等の有効活用 

 

● 具体的な取組 

 

① 空き家バンクへの登録 

  所有者が使用する予定のない物件を町、北海道の空き家バンクに登録し、不動産流

通の促進を図ります。 

 

② 空家等を活用した住宅供給による地域の活性化 

空家等の購入費に対する補助制度について検討します。 

空家等に高齢者、障がい者、子育て世帯、新婚世帯等、住宅確保に配慮が必要な世

帯が入居できる制度について検討します。 

 

③ マイホーム借上げ制度を活用した賃貸 

  シニア世代には広すぎたり、高齢者向け住宅に住替えたりすることにより使用され

なくなった住宅を、一般社団法人移住・住替え支援機構が借上げ、広い住宅を必要と

している子育て世帯等に転賃（サブリース）する仕組みで、町はこの制度を周知し、

利用の促進を図ります。 

 

④ 地域による活用 

  地域交流サロン等の地域活動の施設としての活用や、空家等除却後の土地を地域管

理の花壇、堆雪場として使用することの可能性について検討します。 

 

⑤ 移住・定住フェア、インターネットを活用した情報提供 

  首都圏等で開催される移住・定住フェアや移住相談、ホームページ等を通じた情報

提供を行います。  
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４－３．【基本方針３】管理不適切な空家等の解消 

 

● 具体的な取組 

 

① 特定空家等の認定及び指導 

  空家等実態調査により管理不適切な空家等を特定空家等として認定し、法に基づき

助言・指導・勧告等を行い、適切な管理や除却を促します（図４－１参照）。 

  特定空家等の判断については、国から示されているガイドラインに基づく評定をも

とに、庁内関係部署との合意形成、音更町空家等対策協議会による協議を踏まえ、町

が特定空家等の認定を行います。 

 

◆ 空家特措法による助言・指導・勧告等（再掲） 

 

 

② 解体除却費に対する補助制度の検討 

  倒壊等の危険性のある建物であっても、空家等は私有財産であり所有者等に管理責

任がありますが、所有者等が置かれた立場は様々であり、中には除却費用を準備する

ことが困難な場合もあります。 

近隣住民の安全で安心な住環境を確保し、所有者等の自発的な除却を促進するため

に、建物の倒壊や建築部材の飛散など危険な状態にある空家等の除却費用の一部を補

助する制度について検討します。 

また、金融機関による除却費に対する融資制度を PR します。 

 

◆ 危険な空家等の除却費用の一部補助及び金融機関による融資制度の PR（再掲） 

 

 

③ 空家管理業務の普及 

  遠方に住んでいたり、高齢化などにより定期的な管理が困難だったりする場合に、

住宅の適正管理（防犯点検、草刈り、窓を開けての換気、チラシの撤去等）を代行す

る業務の普及を図ります。 

 

◆ 社会福祉協議会、NPO 法人等による適正な管理 
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■特定空家等（空家等）に対する措置（フロー） 

 

 
 

図４－１ 空家等の対策フロー  

管理不全状態の継続

空家等情報の把握

空家等実態調査

所有者の特定

● 近隣住民からの情報提供
● 庁内関係部署からの情報提供

● 外観調査で使用の可能性について評価

● 不動産登記情報取得
● 固定資産税情報取得

過失なく所有者を
確知できない

所有者等の不在の確定

現地調査

略式代執行行政代執行

命令

空家等対策協議会
による協議

勧告

● 固定資産税－住宅用地特例の除外

● 適正管理・改善の促進

助言・指導

特定空家等の認定

特定空家等の
認定解除

是
正
が
行
わ
れ
た
場
合

空家等台帳の整備

適正管理の要請

● 未管理空家等への管理要請
● 情報提供による意識の涵養

庁内関係部署
による協議

● 保安上危険 ● 衛生上有害
● 周辺環境の保全

意見書の提出機会付与

緊急措置

● 緊急対応の必要性がある場合



 
 

 

 

36

■空家等対策の内容 

 

【空家等実態調査】                            

 

【１】空家等情報の把握 

  庁内関係部署や近隣住民等からの情報提供により、空家等を把握します。 

 

【２】空家等実態調査（外観調査） 

  現地確認を行い、建物の外観や敷地の状況を目視により調査し、劣化の状況、使用

の可能性について評価します（不良度判定）。 

 

【３】所有者等の特定 

不動産登記情報、固定資産税情報により所有者等を特定し、意向調査を行います。 

 

【４】空家等台帳の整備 

  調査結果に基づき、空家等台帳を整備します。 

 

【所有者等による適正管理】                            

 

【５】適正管理の要請、情報提供 

  空家等の管理が行き届いていない場合は、所有者等に対し口頭又は文書で適正管理

について要請します。また、除却や利活用等の各種情報を提供し、所有者等の自発的

な空家等解消に向けた意識の涵養に努めます。 

 

【特定空家等の認定】                           

 

【６】現地調査 

管理不全状態が継続し、近隣に悪影響を及ぼす可能性のある空家等については現地

調査を行い、周辺環境に及ぼす影響について確認します。 

 

【７】特定空家等の認定 

  現地調査の結果、保安上危険、衛生上有害、著しく景観を損ねている等周辺環境の

保全を図るために放置することが不適切であると判断される場合は、庁内関係部署、

空家等対策協議会の協議を経て「特定空家等」として認定します。 
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【認定した特定空家等に対する措置】                          

 

【８】助言・指導 

特定空家等として認定した建物の所有者等に対し、除却、修繕、立木の伐採等周辺

の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導を行います。 

 

【９】勧告 

助言又は指導によっても特定空家等の状況が改善されない場合は、相当の猶予期限

を設けて勧告を行います。 

また、勧告を行った特定空家等は、翌年以降の固定資産税の課税において住宅用地

特例がないものとします。 

 

【1０】命令 

勧告を受けた所有者等が、正当な理由なく勧告に係る措置をとらなかった場合は、

相当の猶予期限を設けて勧告に係る措置をとるよう命じます。 

 

【1１】行政代執行 

命令を受けた所有者等が、適切な措置を履行しないとき、あるいは履行しても不十

分、期限までに完了する見込みがない等、特定空家等を放置することにより周辺住民

や環境に被害が拡大すると判断される場合は、行政代執行を行います。 

 

【1２】略式代執行 

所有者等の特定に努めたものの、助言・指導、勧告、命令を行うべき所有者等が確

知できない場合で、特定空家等を放置することにより周辺住民、環境に被害が拡大す

ると判断される場合は、略式代執行を行います。 

 

【緊急に対応しなければならない場合の措置】                      

 

【1３】緊急措置 

  強風等で空家等が倒壊又は建材が飛散する等、近隣住民の安全を脅かす事態が発生

した場合で所有者等が対応するまでの緊急措置として、速やかに必要最小限の措置を

行います。その後、緊急措置の内容を所有者等へ通知し、以後の適切な管理について

指導します。 
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第５章  空家等対策の実施体制 

 

５－１．地域と連携したネットワークの構築と空家等に関する相談体制の整備 

 

空家等になる要因は、第４章における「管理不適切な空家の解消」の項目でも記述し

ていますが、主に所有者等の状況によるものが考えられ、そのケースは様々といえます。

さらに、空家等であると所有者等が認識しているにもかかわらず、具体的な対策にまで

は至っていない、どうすれば良いか分からないという悩みを抱えた所有者等がいること

がアンケート調査によっても明らかになりました。 

全国的に人口減少が進む中、今後町においても空家等の増加に伴い、苦情や問い合わ

せ、相談も増加することが予想されます。 

このような状況を踏まえ、町民からの相談に対して、各種情報提供が可能となるよう

な相談体制の整備を進めます。 

また、空家等を取り巻く問題は、所有者等だけでなく、地域のまちづくりを進めてい

く上での課題でもあり、行政はもちろんのこと、建設業者や不動産業者等関係する団体

をはじめとした地域連携による総合的な空家等対策に取り組みます。 

町は、建物所有者や建物を利用したい人のニーズにも柔軟に対応できるよう、相談窓

口体制の最適化を図ります。さらに、関係部署との情報共有や、建設業者・不動産業者・

金融機関・地域等とも連携することで「空家等対策ネットワーク」を構築し、計画的な

空家等対策に取り組みます。 
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■音更町空家等対策の地域と連携した実施体制 

 

 

図５－１ 音更町空家等対策ネットワーク 

 

 

空家等対策ネットワークの構築により、以下のような効果及び取組が期待されます。 

■ 中古物件流通・人口流入による地域の活性化 

■ 社会資本の有効活用（学校・道路・下水道） 

■ 経済効果（ビジネスチャンス） 

■ 良好な街並み、住環境の形成 

  

町民等建物所有者等 建物を利用したい人

■ 住宅を相続したが、利用予定がない

■ 遠方に住み、草刈等の管理が出来ない

■ 住宅の管理が負担になっているので、
高齢者向け住宅等に住替えたい

■ 住宅の活用方法について知りたい
→ 売買、解体、管理代行等

■ 情報提供
空家等に関する情報

■ 住宅を探している

■ 子育てに適した大きさの住宅に住みたい
→ 購入したい、賃貸したい

■ 空家等購入・リフォームして親の家の近くに
住みたい（育児等の負担軽減）

■ 地域で空家等を活用したい

■ 音更町へ移住したい

音更町：建築住宅課

◆ 各種相談の窓口、情報提供

◆ 空き家バンクへの登録

◆ 補助制度や融資制度の紹介

◆ 施策の連携

金融機関

不動産業者

建設業者

地域

その他サービス

◆ 各種金融商品

・住宅ローン（中古住宅購入）
・リフォームローン
・リバースモーゲージ
・空き家解体ローン

◆ マイホーム借上げ制度の活用

◆ 中古住宅流通

◆ 物件管理

◆ マイホーム借上げ制度の活用
◆ 建物診断

◆ リフォーム、増築、減築

◆ 解体

◆ 空家等の見守り

◆ 所有者等への働きかけ

◆ 情報共有

◆ 空家等の管理サービス

・草刈、周辺の清掃、室内換気等

（社会福祉協議会、NPO法人 等）

�⻕�徽�
㇜㇒㇗㈊㈗ㆹ

相談



 
 

 

 

41

５－２．町の相談窓口及び実施体制 

 

空家等対策担当部局は、総括して対応にあたる建築住宅課と庁内関係部署、さらに緊

急性を要すると判断された場合に対応する消防署によって構成します。 

町における空家等対策は、建築住宅課が相談窓口となって空家等に関する情報を一元

管理します。また、空家等の状況に応じて、庁内関係部署への対応依頼及び情報共有を

図り、速やかな対策を講じます。 

 

■音更町空家等対策の相談体制 

 

 

 

図５－２ 庁内関係部署による相談体制  

建築住宅課

◆ 相談窓口の一本化

◆ 情報の一元管理

音更消防署

町民

■ 苦情

■ 相談

■ 問合わせ

環境生活課

土木課

企画課

税務課

都市計画課

商工観光課

広報広聴課

町民課

対応依頼

緊急性を要する場合

空家等対策担当部局

対応結果の報告

総括
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第６章  計画の目標 

 

■空家等実態調査結果を踏まえて 
 

  平成 28 年度に実施した「空家等実態調査」では、461 戸の空家等が確認されま

した。不良度調査の結果、比較的良好な物件（Ａ、B）も一定数あることから、中古

物件の流通や利活用のための施策を検討します。また、危険な空家等については、所

有者等に対する助言・指導のほか、改修や除却へ向けた支援策を検討します。 

  これらの施策を推進することにより、今後増加が見込まれる空家等の発生の抑制や、

危険な空家等の解消を図り、この計画の最終年度（平成 39 年度）の空家等の実数を、

現在の 461 戸より減少させることを目標とします。また、住宅・土地統計調査によ

る空家率については、全国及び全道を下回る率を維持することを目標とします。 

 

 

  ■ 空家等戸数 

平成 28 年度空家等実態調査において確認された 461 戸より減少させます。 
 

  ■ 住宅・土地統計調査の空家率 

全国・全道の空家率を下回る率を維持します。 
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空白 
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■参考資料 空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成 26 年 11 月 27 日法律第 127 号） 

（目的） 

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は

財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進

するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を

含む。第 10 条第２項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空

家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する

施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与する

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他

の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は

管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管

理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環

境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等

をいう。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

 

（市町村の責務） 

第４条 市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努

めるものとする。 

 

（基本指針） 

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 
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２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第１項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

 

（空家等対策計画） 

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空

家等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用

の促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、同条

第 2 項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは

第１０項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に

関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、

情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

 

（協議会） 

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 



 
 

 

 

46

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町

村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市

町村長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前２項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

（都道府県による援助） 

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関

しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及

び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければ

ならない。 

 

（立入調査等） 

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を

行うことができる。 

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせる

ことができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる

場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者等にそ

の旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難で

あるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有す

る情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の

施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の

目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも

ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののため

に利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者

等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律
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の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要

な情報の提供を求めることができる。 

 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさな

いよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第１３条までにおいて同じ。）

に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行

う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情

報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま

放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項に

おいて同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空

家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相

当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図

るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置

を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提



 
 

 

 

48

出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はそ

の代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、市町村長

に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することがで

きる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３項

の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を

行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定に

よって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の３日前までに、

前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利

な証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても

同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和２３年法律第４

３号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこ

れをさせることができる。 

１０ 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてそ

の措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第１項の助

言若しくは指導又は第２項の勧告が行われるべき者を確知することができないため

第３項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は，市町村長は、

その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者

に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行

うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者

若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他

国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１２ 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又

は妨げてはならない。 

１３ 第３項の規定による命令については、行政手続法（平成５年法律第８８号）第３

章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。 

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施

を図るために必要な指針を定めることができる。 

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土
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交通省令・総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対

する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に

基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置

その他の措置を講ずるものとする。 

 

（過料） 

第１６条 第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、５０万円以下

の過料に処する。 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、２０万円以

下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、第９条第２項から第５項まで、第１４条及び第１６条の規定

は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。 

 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 


